
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．東京圏（一都三県）の高齢化はどう進むのか 

■今後東京圏は急速に高齢化。後期高齢者は 10年間で 175万人増 

○団塊の世代が大量に高齢化。2020年には高齢化率 26%超へ。 
○後期高齢者は今後 10年間で 175万人増（全国の 3分の 1を占める） 

 

■千葉県、埼玉県、神奈川県の方が、東京都より高齢化率が高くなる 

○2025年の高齢化率は、東京都 25.2％に対し、千葉県 30.0％、 
埼玉県 28.4％、神奈川県 27.2％にまで上昇。 

○後期高齢者の増加率も周辺県の方が高い。東京都 34％増に対し、 
埼玉県 54％、千葉県 51％、神奈川県 46％の増加。 

 

■東京都区部は、若者が流入する一方、高齢者は流出している 

○周辺県の方が高齢化率が高い理由は、高度成長期に造成された大
規模団地の入居者が今後高齢化するため。高齢単身世帯も急増。 

○若年層は周辺地域から都区部に流入しているが、60代以降の高年

齢層は逆に都区部から周辺県に転出していることも影響。 
（住民基本台帳ベース）。 

東京圏高齢化危機回避戦略 一都三県連携し、高齢化問題に対応せよ ＜概要版＞ 

東京圏の高齢化問題への対処は、日本全体の将来像を左右する 

２０１５年６月４日  
日本創成会議 首都圏問題検討分科会 

１．医療介護サービスの「人材依存度」を 
引き下げる構造改革 

○ＩＣＴやロボットなどの活用によるサービスの効率

化、生産性の向上。 

○資格の融合化、マルチタスク型の人材の育成。 

○外国人介護人材受け入れの積極的推進。 

 

２．地域医療介護体制の整備と高齢者の集住化
の一体的促進 

○医療介護や日常を支えるサービスに、徒歩や公共交通
機関でアクセスできる地域への集住を促進。 

○大規模団地の再生（高齢者の活躍できる場の確保、医
療福祉拠点の整備、若者の団地入居促進等） 

○宅地価格下落に備え、早期住み替えを促進する税制措
置、公的な買い上げシステムの整備。 

○「空き家」を有効活用（医療介護拠点への転用等） 

３．一都三県の連携・広域対応が不可欠 
 
○一都三県＋５指定都市の連携による 
「東京圏高齢者ケア・すまい総合プラン
（仮称）」の策定。 

 
○国も積極的に支援。 

４．東京圏の高齢者の地方移住環境の整備 
 
○移住関心者に対し、ワンストップ相談窓口の整備や移
住に伴う費用の支援、お試し移住支援などを推進。 

○定年前からの勤務地選択制度や地方移住（二地域居
住を含む）を視野に置いた老後生活の設計を支援。 
※企業の雇用延長等により、60代前半の移住が減少 

○日本版ＣＣＲＣ構想の推進 
 

Ⅲ．東京圏の高齢化問題にどう対応すべきか～東京オリンピック・パラリンピック後では間に合わない。今から議論し、対策を行う 

（補論）医療介護体制が整っている４１圏域   ※高橋泰 国際医療福祉大学大学院教授による推計「一人当たり医療密度」×「介護ベット準備率」による。二次医療圏の代表的都市名と道府県名を記載。 
室蘭市（北海道） 函館市（北海道） 旭川市（北海道） 帯広市（北海道） 釧路市（北海道） 青森市（青森県） 弘前市（青森県） 秋田市（秋田県） 山形市（山形県） 上越市（新潟県） 富山市（富山県） 高岡市（富山県） 
福井市（福井県） 福知山市（京都府） 和歌山市（和歌山県） 岡山市（岡山県） 鳥取市（鳥取県） 米子市（鳥取県） 松江市（島根県） 宇部市（山口県） 高松市（香川県） 坂出市（香川県） 三豊市（香川県） 
徳島市（徳島県） 新居浜市（愛媛県） 松山市（愛媛県） 高知市（高知県） 北九州市（福岡県） 大牟田市（福岡県） 鳥栖市（佐賀県） 別府市（大分県） 八代市（熊本県） 宮古島市（沖縄県）  
準地域：北見市（北海道） 盛岡市（岩手県） 金沢市（石川県） 山口市（山口県） 下関市（山口県） 熊本市（熊本県） 長崎市（長崎県） 鹿児島市（鹿児島県）  

Ⅱ．東京圏の医療・介護は今後どうなるのか 

■2025年東京圏の介護需要は、埼玉県、千葉県、神奈川県で 50％増加 

○全国平均 32％増に対し、東京 38％増、埼玉 52％増、千葉 50％増、神奈川 48％増。 
 
■東京圏は、都圏域を超えて医療介護サービスが利用されている 
○急性期医療（一般病床）は、周辺地域が東京都区部に依存。埼玉県 10％、千葉県 6％、 
東京都市町村部 12％、神奈川県 5％が東京都区部の医療機関に入院。 

○慢性期医療（療養病床）および介護は、都区部が周辺地域に依存。有料老人ホームや 
サ高住など特定施設では、都区部の住民が都区部内施設に入居している割合は 68％。 

○「一人当り急性期医療密度」は埼玉、千葉、神奈川の多くが 0.6～0.8（全国平均 1）。 
高齢者の肺炎・骨折など急性期医療を中心に医療不足が深刻化する。 

 
■東京圏全体で介護施設の不足が深刻化。高齢者が奪い合う事態になる【図】 
○2015年は都区部の不足を周辺地域が補っているが、2025年以降、東京圏全地域でマイナスとなり深刻な不足が生じる恐れ（図）。 
 
■東京圏の医療介護体制の増強は国民経済的に負担が大きい。人材流入が高まれば、「地方消滅」が加速する 
○介護施設整備費は東京は秋田県の 2倍。介護給付費は 20％上乗せ。上乗せ部分の負担額全国 1700 億円のうち 800～900 億円が東京圏。 
○2025年にむけて東京圏では 80～90万人の増員が必要。 

 

後期高齢者の介護施設等の収容能力 
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